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令和8年3月に実施しました自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いました。「Ⅰ

教育理念、目的及び目標」以下６項目にわたり、学内で評価された問題点とその改善のための方策に関す

る関係者からの評価と助言を掲載します。なお、関係者からの評価と助言を踏まえ、改善のための方策を順

次実施しています。 

 

Ⅰ教育理念、目的及び目標 

【評価結果の分析】 

当該項目における自己点検では、回答した教職員5名全員が最高評価をつけた。この結果から、本校の教育

理念・目的・目標が適切に設定され、養成すべき人材像が全教職員に深く浸透していることが確認された。 

特に入学前後のガイダンスを通じた学生・保護者への丁寧な周知は、本校の大きな強みである。また、週次

の朝礼での理念唱和を継続することで、日常的な意識付けも着実に図られている。 

今後の課題は、理念の「認知」から「実践」への深化である。教職員からの意見からは、教職員間での共通

理解をさらに深めるとともに、日々の教育活動において理念を具体的に体現できているかを定期的に省察する

必要性が示唆された。理念を単なる知識に留めず、個々の教職員が自身の行動として内在化させるための体制

構築が、次年度の重要事項となる。 
 

【今後の改善方策】 

教育理念・目的・目標の一層の浸透と実践への結びつけを強化するため、教職員会議や校内研修の場におい

て内容を定期的に確認・共有する機会を計画的に設ける。現在実施している毎週の朝礼での読み上げを引き続

き継続するとともに、1年次だけでなく2年次においても改めて理念を振り返る機会を設けることで、学年進行

に応じた継続的な意識づけと深化を図る。 

また、1on1面談等の個別対話の機会を充実させ、各職員が教育理念を自身の授業・指導にどのように結びつ

けているかを具体的に振り返るとともに、管理職との対話を通じて理念の共有と実践の確認を行う仕組みを整

える。 

これらの取り組みを組織的・継続的に推進することで、教職員全員が共通の理念のもとで連携・協力し、一

体となって教育活動にあたることのできる組織文化の醸成を目指す。 
 

【関係者評価】 

教職員5名全員が最高評価をつけた本項目は、教育理念・目的・目標が全教職員に広く共有されていること

を示しており、高く評価できる。また、毎週の朝礼における理念唱和や、入学前後のガイダンスを通じた学

生・保護者への丁寧な周知も、理念浸透に向けた継続的な取り組みとして評価に値する。 

そして、改善方策として示された1on1面談や校内研修の充実、2年次における理念の振り返り機会の設置は、

いずれも適切な方向性であり、これらをより実効性あるものとするために、「理念が実践に結びついているか」

を測る具体的な指標を設けることをお勧めする。たとえば、学生アンケートなどを活用し、理念が日々の教育

活動にどう体現されているかを可視化する仕組みの構築が有効である。理念の浸透は継続的な取り組みによっ

てこそ深化するものであり、今後の組織文化の醸成に向けた取り組みに期待する。 



Ⅱ教育課程、教育の実施、学修成果 

【評価結果の分析】 

本項目における自己点検評価では、小項目によって評価結果にばらつきが見られた。 

「教育課程の編成と授業科目」および「企業等と連携した実習・演習等」については全員が「満たしてい

る」と評価しており、系統性・段階性に配慮した教育課程の編成と職業実践専門課程としての産学連携教育

が適切に実施されていることが確認された。 

一方、「教育の実施」では、1名が「概ね満たしている」と評価しており、授業形態や教材・成績評価の運

用において一部改善の余地があることが示唆された。 

また、「学修成果目標の達成状況」では2名が「概ね満たしている」と評価が分かれ、「学生が望む進路の

実現」については2名が「満たしている」、3名が「概ね満たしている」と評価しており、進路実現の目標達

成に課題があることが明らかとなった。教員の意見からも、学生のモチベーション維持に向けた教員間の連

携強化、インプット・アウトプットのバランスを踏まえた授業改善、個々の希望に応じた就職支援体制の充

実が課題として挙げられている。 

 

【今後の改善方策】 

教育課程や指導方法については、教職員間で定期的に検討・情報共有できる打ち合わせの場を設け、学生

の理解度や学修状況を踏まえながら継続的な改善を図る。 

授業においては、知識のインプットと実践的なアウトプットのバランスを意識し、授業と現場実習・研修

がより効果的にリンクするカリキュラムの整備を進める。また、令和8年度から導入する「長期ブライダルイ

ンターンシップ」を積極的に活用し、学生の実践的職業能力の向上を図る。 

進路実現の支援については、採用活動の早期化に対応するため、入学時からキャリア意識を高める指導を

計画的に実施するとともに、個別面談や就職情報の提供を充実させ、学生一人ひとりが最終的に納得できる

進路を実現できるよう、教職員全体で連携して粘り強くサポートする体制を構築する。 

 

【関係者評価】 

「教育課程の編成と授業科目」および「企業等と連携した実習・演習等」については全員が最高評価をつ

けており、系統性・段階性に配慮した教育課程の編成と、職業実践専門課程としての産学連携教育が適切に

機能していることは高く評価できる。 

一方、「教育の実施」では一部に「概ね満たしている」との評価があり、授業形態や成績評価の運用に改

善の余地が示唆されている。また「学修成果目標の達成状況」や「進路実現」において評価が分かれており、

特に進路実現については半数以上が「概ね満たしている」と評価している点は、組織全体で真剣に向き合う

べき課題である。 

改善方策として示された教職員間の定期的な情報共有の場の設置や、インプットとアウトプットのバラン

スを意識したカリキュラム整備は適切な方向性であると思う。令和8年度から導入予定の「長期ブライダルイ

ンターンシップ」は学生の実践力向上に向けた有効な取り組みとして期待するが、その成果を授業内容へフ

ィードバックする仕組みを事前に設計しておくことが重要である。進路支援については、入学時からのキャ

リア教育の計画的実施という方針は適切であるが、具体的な目標数値や達成時期を設定し、学生一人ひとり

の状況を組織全体で共有・管理できる体制の構築をお勧めする。 

 
 

 

 



Ⅲ学生の受入れ、学生支援 

【評価結果の分析】 

本項目における自己点検評価では、小項目によって評価結果に明確な差異が見られた。 

「学生募集及び入学者の選抜・収容定員の管理」については、入学者受入れ方針・選考基準・方法の明示

と公正な選考の実施、および定員管理の適正運用の両項目において全員が「満たしている」と最高評価を付

けており、入学選考プロセスが適切に運用されていることが確認された。 

また、「多様な学生に対する支援」「退学希望者等への対応」「学生の経済的支援体制」「キャリア・就

職支援体制」についても全員が「満たしている」と評価しており、多様な学生を受け入れる体制と、学生の

修学継続・進路実現を支える各種支援体制が適切に整備・運用されていることが示された。一方、「自主的

な学習の促進に対する支援」では3名が「満たしている」、2名が「概ね満たしている」と評価が分かれてお

り、シラバスの活用や自主的学習支援のさらなる充実が求められる。最も課題が顕著に表れたのは「学生生

活に関する支援」の中の「カウンセラーの配置・相談室の設置等の環境整備」であり、「概ね満たしている」

が3名と過半数を占めた。精神的な問題を抱える学生が年々増加している状況に対して、専門的な相談対応体

制が十分に整備されていないことへの懸念が複数から示されており、早急な改善が必要な重点課題として認

識されている。 

 

【今後の改善方策】 

最も優先度の高い課題であるカウンセリング体制については、令和8年度よりカウンセラー制度を整備する

こととした。精神的なサポートを必要とする学生が増加している現状を踏まえ、カウンセラーによる専門的

支援を核としながら、教職員が連携して学生の心身の状態を日常的に把握できる体制を構築する。 

自主的な学習支援については、シラバスを活用した学修目標の可視化を図るとともに、定期的な個別面談

を実施し、学生一人ひとりの学習状況を継続的に把握・支援する仕組みを整える。 

奨学金等の経済的支援については、担当部署と教職員との情報共有・連携をさらに密にし、学生からの相

談に対して迅速かつ的確に対応できるフォロー体制の充実に努める。 

これらの取り組みを通じて、学生が安心して学び続けられる支援環境の整備を組織全体で推進する。 

 

【関係者評価】 

「学生募集・入学者選抜・収容定員の管理」「多様な学生への支援」「退学希望者等への対応」「学生の

経済的支援」「キャリア・就職支援」の各項目において全員が最高評価をつけており、学生を受け入れる体

制と修学継続・進路実現を支える支援体制が、総合的に適切に整備・運用されていることは高く評価できる。 

一方、「自主的な学習の促進に対する支援」では評価が分かれており、シラバスの活用や自主的学習支援

のさらなる充実が求められる。また、過半数が「概ね満たしている」と評価した「カウンセラーの配置・相

談室の設置等の環境整備」についてであるが、カウンセラー制度はすでに導入されているという。その点は

評価できるが、精神的な問題を抱える学生が年々増加している現状においては、制度の存在にとどまらず、

学生が気軽に相談できる雰囲気づくりや利用促進に向けた働きかけなど、カウンセラー制度をより効果的に

活用するための取り組みが今後の重要な課題だと考える。 

改善方策として示された相談しやすい環境づくりや教職員との連携強化は、適切な方向性であると思うが、

カウンセラーと担任・教職員が日常的に情報共有できる連携体制を整備し、学生の状況を組織全体で把握・

対応できる仕組みの構築をお願いしたい。自主的学習支援については、個別面談とシラバス活用を組み合わ

せた継続的な学習状況の把握・支援体制の充実に期待する。 

 



Ⅳ教育実施組織・教員 

【評価結果の分析】 

本項目における自己点検評価では、小項目によって評価結果に明確な差異が見られた。「教員の配置・募

集・採用」のうち、採用基準等の整備と適正運用については全員が「満たしている」と最高評価を付けてお

り、資格・要件を備えた教員を確保するための体制が適切に整備・運用されていることが確認された。 

また、「教員の組織編制」における業務分担・責任体制の規程整備、および職業実践専門課程における企

業等と連携したＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）活動についても全員が「満たしている」と評価

しており、組織的な基盤は一定水準を満たしていることが示された。 

一方で、課題が顕著に表れた項目も複数確認された。「教員の常勤・非常勤・年齢構成等の把握および専

門性・教授力の評価」については3名が「満たしている」、2名が「概ね満たしている」と評価が分かれた。

また、「教員間の連携・協力体制の構築」については過半数(3名)が「概ね満たしている」にとどまっており、

日常的な教員間の情報共有や協力体制の強化が求められる状況が明らかとなった。 

さらに、「ＦＤ等の取組や自己啓発への支援」および「授業・指導力向上のための研修の実施」について

も、それぞれ2名が「満たしている」、3名が「概ね満たしている」と評価しており、教員の資質向上に向け

た組織的な取り組みの充実が本項目における最重要課題として浮き彫りになっている。 
 

【今後の改善方策】 

教員間の連携・協力体制の強化については、定期的な教員会議や授業研究の場を設け、担当授業の進捗状

況や学生の実態について情報共有できる機会を計画的に確保する。特に常勤・非常勤教員間の連携が不足し

がちな現状を踏まえ、非常勤講師を含めた合同研修や情報交換の場を設けることで、教員全体が一体となっ

て教育活動にあたれる体制を整える。 

教員の専門性・教授力の把握と評価については、授業観察や相互授業参観の仕組みを導入し、客観的な視

点から各教員の指導力を把握・評価できる体制を構築するとともに、その結果を教員自身の成長につなげる

フィードバックの仕組みを整備する。ＦＤ活動や自己啓発支援については、職業実践専門課程の強みを活か

し、連携企業と協力した実践的な研修プログラムをさらに充実させるとともに、外部研修への参加を積極的

に奨励し、参加後の学びを校内で共有する機会を設けることで、組織全体の教育力向上につなげる。これら

の取り組みを通じて、教員一人ひとりの資質・能力の向上と、組織としての教育実施体制のさらなる強化を

目指す。 
 

【関係者評価】 

教員の採用基準の整備・運用、教員組織の業務分担・責任体制の規程整備、および職業実践専門課程にお

ける企業連携のFD活動については全員が最高評価をつけており、組織運営の基盤が適切に構築されているこ

とは高く評価する。 

一方で、複数の項目において課題が明確に示された。「教員間の連携・協力体制の構築」では過半数が

「概ね満たしている」にとどまっており、特に常勤・非常勤教員間の日常的な情報共有や協力体制の不足が

懸念される。また「ＦＤ等の取組や自己啓発への支援」および「授業・指導力向上のための研修」について

も同様に過半数が、「概ね満たしている」と評価しており、教員の資質向上に向けた組織的取り組みの充実

が本項目における最重要課題と捉える。 

改善方策として示された定期的な教員会議や授業研究の場の設置、非常勤講師を含めた合同研修・情報交

換の場の確保は、現状の課題に正面から向き合った適切な方針である。また、相互授業参観の導入とフィー

ドバックの仕組みの整備は、教員の指導力向上に直結する取り組みとして積極的に推進していただきたい。

これらの取り組みを継続的・計画的に実施し、教員個人の成長と組織全体の教育力向上を両立させる体制の

確立に期待する。 

 

 

 



Ⅴ教育環境 

【評価結果の分析】 

本項目における自己点検評価では、小項目によって評価結果に明確な差異が見られた。「安全対策・防災

組織」については、学校安全計画の策定と適切な安全対策の実施、および火災・防災に関する組織体制の整

備・運営の両項目において全員が「満たしている」と最高評価を付けており、学生の安全を守るための体制

が適切に整備・運用されていることが確認された。 

また、「図書室の設置・専門書等の配架」「施設・設備等の日常・定期点検および補修」「施設の改築・

改修および設備更新計画の策定と実施」についても全員が「満たしている」と評価しており、教育に必要な

環境整備と施設管理が適切に行われていることが示された。 

一方、「教育上の必要性に対応できる施設・設備・機械器具等の整備」については3名が「満たしている」、

2名が「概ね満たしている」と評価が分かれており、教育の質向上に対応した施設・設備の充実に向けて改善

の余地があることが示唆された。 

同様に、「学生の学習支援のための施設（自習室等）の整備および休憩・食事スペースの確保」について

も3名が「満たしている」、2名が「概ね満たしている」と評価が分かれており、学生が安心して学修・生活

できる環境のさらなる整備が求められていることが明らかとなった。 

安全対策や施設管理といった基盤的な項目では高い評価が得られている一方で、学習環境や生活環境の質

的充実については引き続き取り組みを強化していく必要があることが浮き彫りになっている。 
 

【今後の改善方策】 

教育上必要な施設・設備・機械器具等の整備については、現在の設備の老朽化状況や教育ニーズの変化を

定期的に把握・評価し、計画的な更新・補充を進める。特にブライダル分野の実習・演習に直結する機材・

備品については、業界の動向や企業等連携先からの意見も参考にしながら、実践的な職業教育の質を維持・

向上させるための設備充実に取り組む。学生の自主的な学習を促進するための自習室等の学習支援スペース

については、現状の利用状況や学生ニーズを把握した上で、より使いやすい環境への改善を検討する。 

また、学生の休憩・食事スペースについても、学生が安心して学校生活を送れるよう、スペースの確保と

快適な環境づくりを進める。 

施設・設備の日常点検・定期点検・補修については引き続き適切に実施し、安全で安心な教育環境の維持

に努める。これらの取り組みを通じて、学生が充実した学校生活を送りながら、実践的な職業能力を身につ

けることのできる教育環境の整備を継続的に推進する。 
 

【関係者評価】 

「安全対策・防災組織」における学校安全計画の策定・運用、火災・防災組織体制の整備、図書室の設

置・専門書の配架、施設・設備の日常点検および改築・改修計画の策定・実施については全員が最高評価を

つけており、教育環境の基盤となる安全管理・施設管理が適切に機能していることは高く評価できる。学生

の安全を最優先に捉えた組織的な取り組みが着実に定着していることが確認された。 

一方、「教育上の必要性に対応できる施設・設備・機械器具等の整備」および「学習支援のための自習室

等の整備と休憩・食事スペースの確保」については、それぞれ2名が「概ね満たしている」と評価しており、

学習環境・生活環境の質的充実が課題として浮き彫りになっている。安全管理という基盤的な側面では万全

の体制が整っている一方で、学生が日々の学修活動をより充実させるための環境整備には改善の余地がある

と言える。 

改善方策として示された設備の計画的更新やブライダル実習機材の充実、自習室等の利用状況・学生ニー

ズの把握に基づく環境改善は適切な方向性であると思う。特に学生ニーズの把握については、アンケートや

意見収集の仕組みを定期的に整備し、学生の声を具体的な環境改善に反映させるサイクルを確立することを

検討いただきたい。安全・安心な教育環境のさらなる充実に向けた継続的な取り組みをお願いしたい。 

 
 



Ⅵ教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【評価結果の分析】 

本項目における自己点検評価では、多くの小項目において高い評価が得られた。「財務基盤の確立」「学

校運営の組織体制」「学校関係者評価委員会・教育課程編成委員会の開催」「学校評価結果の公表」「学校

評価に基づく改善への組織的取組」「社会からの情報公表」については全員が「満たしている」と最高評価

を付けており、学校運営の基盤と評価・改善の仕組みが着実に整備・運用されていることが確認された。特

に職業実践専門課程として求められる教育課程編成委員会の年2回以上の開催についても全員が「満たしてい

る」と評価しており、産学連携による教育改善の体制が適切に機能していることが示された。 

一方で、「中長期的計画の内容」については3名が「満たしている」、2名が「概ね満たしている」と評価

が分かれており、教育目的・目標の実現に向けた具体的な内容の充実が求められる。また、「社会全体から

の理解を得るための取組」についても3名が「満たしている」、2名が「概ね満たしている」と評価が分かれ

ており、教育活動や学修成果に関する情報を関連教育機関・産業界・地域社会へより積極的に発信し、理解

促進を図る取り組みの強化が必要であることが示唆された。 

教職員の意見からも、外部からのアドバイスを教員全体で共有・活用する機会の必要性や、人口減少等の

社会環境の変化を踏まえた学校運営の戦略的な対応の必要性が指摘されており、組織としての情報共有と戦

略的な学校運営が今後の重要課題として浮き彫りになっている。 
 

【今後の改善方策】 

中長期的計画については、教育目的・目標の実現に向けた具体的な取り組み内容をより明確に位置付け、

計画の実効性を高めるための見直しを行う。人口減少や少子化など社会環境の変化を見据え、学生募集の戦

略的な展開や教育内容の充実を含めた安定的な学校運営に向けた体制づくりを継続的に検討・推進する。 

外部からの評価やアドバイスについては、これまでの共有が十分でなかった面を改善し、教育課程編成委

員会等で得られた意見を会議等の場で全教職員が共有・議論できる機会を定期的に設ける。これにより、外

部の視点を活かした教育改善を組織全体で推進する文化を醸成する。 

教育課程編成委員会の連携企業との関係強化については、すでに実施しているホテルインターンシップお

よび令和8年度から導入されるブライダルインターンシップを基盤とし、実習前後の研修プログラムをさらに

充実させる。 企業側との連携を深め、事前・事後指導の質を高めることで、実践的な職業教育のさらなる高

度化を図る。社会全体からの理解促進に向けては、ホームページや各種媒体を通じた情報発信を強化すると

ともに、関連教育機関・産業界・地域社会との連携を深め、本校の教育活動や学修成果を積極的に発信する

取り組みを継続的に推進する。 
 

【関係者評価】 

財務基盤の確立、学校運営の組織体制、学校関係者評価委員会・教育課程編成委員会の適切な開催、学校

評価結果の公表と改善への組織的取り組み、情報公表など、多くの項目において全員が最高評価をつけてお

り、学校運営の基盤と評価・改善サイクルが着実に整備・機能していることは高く評価できる。特に職業実

践専門課程として求められる教育課程編成委員会の年2回以上の開催が適切に実施されている点は、産学連携

による継続的な教育改善への真摯な姿勢の表れとして評価に値する。 

一方、「中長期的計画の具体的内容」および「社会全体からの理解促進に向けた取り組み」については評

価が分かれており、改善が求められる。人口減少・少子化という避けがたい社会環境の変化を踏まえると、

中長期計画の実効性を高めることは本校の持続的発展において喫緊の課題と言える。 

改善方策として示された外部意見の全教職員への共有機会の設置、情報発信の強化、産業界との連携深化

はいずれも適切である。特に外部評価・アドバイスの組織内共有については、これまでの課題を率直に認め

た上で改善策を示している点を評価する。中長期計画については、数値目標や達成時期を明示した具体的な

行動計画への落とし込みを強くお勧めする。社会への情報発信はSNSも含めた多様な媒体の活用により、本校

の教育活動や学修成果をより広く発信する取り組みの充実に期待する。 
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